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「戦 略的 アライア ンス にお ける

便益 の概念 に関す る一考察」

川 島 秀 明

はじめに

今 日,経 営戦略におけるアライアンスという選択肢は当たり前のように用い

られるようになった。現代企業が直面する複雑でグローバル化 した環境におい

ては,い わゆる巨大企業であっても競合他社より多 くの出費をし続けるという

単純な選択は取 り得ないものとなっている。そのような中で,企 業は競争上に

おける優位性 を確保 し,あ るいは競争力を回復させ,さ らに新技術や新製品を

展開してい くということが求められている。企業が直面している環境変化 に応

じて戦略は変容し,現 代企業の多 くはアライアンスを戦略の重要な位置に据え

ることになったと考えられる。しかしながら,ア ライアンスを成功 させ,か つ

また安定させるためのガイ ドラインは明らかになっていない。これは,企 業の

置かれている経営環境や企業の内部組織が一定ではないことから,ま ったく同

じアライアンスが構築 されることはないからであると思われる。

このような中,ア ライアンス論その ものも2000年 代以降には新たな段階を

迎えている。本稿ではまず,今 後のアライアンス研究において何が重要な観点

となるかを明らかにするために,ア ライアンス研究の一連の流れについて述べ

る。アライアンスに関する研究の流れを整理 し,そ れらを詳細に検討すること

は重要だが,そ うした詳細は分量の関係から別の機会に譲る。本稿では主に,今

後のアライアンス研究を発展させていくために必要な概念について,先 行研究
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を検討することで提示していきたい。すなわち,一 度開始されたアライアンス

を安定させ,成 功に導 くモデル構築の分析 に必要な便益の概念の検討である。

1.ア ライアンス研究の流れ

ここでは,戦 略的アライアンスに関 して現在までどのような研究がなされて

きたのかを示 し,ア ライアンス研究の新たな展開がどのようなことに向けられ

ていくべ きなのかを明らかにする。

これまで戦略的アライアンスについては様々な研究がなされてきた。アライ

アンスに関するいくつかの文献を参照 してみると,そ れらのほとんどの参考文

献 として,古 くは1970年 代後半から1980年 代における企業,な いし組織間の

協力関係についての研究が挙げられている。その頃はまだ多角化の1つ として

扱われ,取 引費用を削減した り,経 営資源を獲得 した りするというようなごく

簡単な考え方に過ぎず,組 織間の関係論的に扱われてきたと考えられる。また,

戦略的アライァンスという言葉 自体がまだ使われていない。1980年 代後半の

文献にはアライアンスという言葉が徐々に出てきてお り,そ の研究もより複雑

化 している。ゆえに,ア ライアンスが戦略的に重要視され,戦 略的アライアン

ス として研究の大 きな対象になってきたのは1990年 代 に入ってからだと考え

られる。

現在にいたるまでの戦略的アライアンスに関する研究の大きな流れを考察す

ると,い かなる理由をもってアライアンスが構築され,そ れをどのように実行

に移 してい くのか ということが主に論 じられて きている。つまり,従 来のアラ

イアンス研究は,ア ライアンスの形成に主たる眼 目が置かれてきたと考えられ

る。1990年 代の初頭か ら中頃までは,ア ライアンスの目的についての研究が

多 く,ア ライアンスが形成される環境や背景を考察すること,ア ライアンスを

構築する誘因,ま たパー トナーとなる相手の選択基準などが中心に論 じられて

いる。 しかし,ア ライアンスの実行についてなど,ア ライアンスを構築 した後

に関 してはあまり論 じられていない。その後1990年 代中頃か ら後半にかけて

は,ア ライアンスの管理に注 目した研究がなされるようになった。さらにアラ
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イアンスを管理していく上での問題点などを考察しながら,そ の実行に関する

問題も論 じられるようになった。また,ア ライアンスが成功に向かう要因や,

反対に失敗 してしまう要因についても,よ り具体的な視点から多少論 じられる

ようになった。つまり,ア ライアンス全体を通した研究について論 じられるよ

うになってきたのである。この頃には,経 営者や研究機関などによる,実 務経

験 を基にした理論書なども見られるようになった。合わせてこの頃には,従 来

のアライアンス研究の理論や考察を踏まえて,実 際の企業を調査 した実証分析

なども見られるようになっている。そこでは,企 業間における実際のアライア

ンスを取 り上げて,交 渉段階から企業それぞれの考え方の相違やギャップを埋

めるための努力,そ してその後のアライアンスの進展や成果などが考察され

た。また,実 際のアライアンスが失敗に終わ り,解 消 された場合の要因などに

ついても言及している。また,ア ライアンス研究で論じられてきた理論をベー

スにして実証を行なったものも見られる。しかしながら,そ れらも取引費用の

概念をベースにして論じるなど,す でにスター トしたアライアンスがどうした

ら安定に向かうのか,あ るいはアライアンスをどのように成功に導 くのか,と

いうことについては言及されておらず,本 質的には不足 している感がある。ま

た,新 たなる概念 として,学 習や信頼 というものが取 り上げられるようにも

なった。現在のグローバル競争によって,ア ライアンスも国際的な競争環境に

おける戦略を前提に考えなければならず,か つすでに多 くの組織が実行に移し

ていることもあ り,当 然一時点に留まった研究から動学的な研究に重要性が移

り,そ れが高まってきていることは明らかである。つまり,ア ライアンスがど

のように形成されるかという議論と同様に,そ のアライアンスが実行され変化

し,さ らに進化してい くことに着目する研究が,よ り重要になってきていると

いうことである。また,国 際経営における戦略の中でもアライアンス論が重要

な位置を占めるにいたっていると考えられる。

アライアンスの研究において重要なことは,何 を目的にしてアライアンスが

構築されるのかということである。アライアンスの目的に関する研究ついての

考察はここでは行わないが,こ れまでは主に,取 引費用理論①や資源ベース理
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論②などを基に考察されてきた。 しかしながら,現 在のアライアンスに関する

研究はその程度に留まるものではない。なぜならば,数 え切れないほどに存在

しているあらゆる組織が,自 らの目的を達成するためにアライアンスを構築す

るのであって,そ の大 目的はアライアンスによる競争優位を獲得することであ

ると考えられるか らである。 したがって,ど の理論に依存するのか ということ

が重要なのではない。

また,ア ライアンスか ら得 られる知識や技術をいかに学習 し,自 社に留め蓄

積 していくのか ということも重要な論点である。自社に存在 しない知識や技術

を得るにはそれなりの費用が必要になる。さらにそれに見合った社員の登用や

雇用 も必要であるし,そ の社員の育成 も必要 となる。企業はアライアンスに

よってそうしたリスクを回避することがで きるのである。 しか しなが ら,パ ー

トナー企業双方がアライアンスに対 して共通の目的を有 していない場合,そ れ

は非常に困難なことになる。このような問題か ら,パ ー トナーをいかに選択 し

ていくのかということが論 じられる。パー トナーの選択 とい う問題について

は,単 なる共同作業を行なう相手としての視点か らだけでな く,技 術や能力,

資源など,極 めて多様な視点か ら,自 社のアライアンスを構築する目的に合致

した選択をしなければならない。さらに重要なことは,パ ー トナーとなる相手

の現状のみを考慮することなく長期的な視点を持って評価 し,判 断,選 択 して

い くことが必要だということである。このような点か ら見て も,時 間の経過に

伴うアライアンスの変化や発展,進 化を考慮することが必要になる。

アライアンスの管理に関しては1990年 代中頃から後半にかけて論 じられて

きたことを先にも述べた。アライアンスをどのように管理してい くのかという

ことは,た とえば契約書を取 り交わすのかどうかということから,ど の程度出

資するのか,ま た妥当な便益の配分にいたるまで,考 慮 しなくてはならないこ

とが多 く存在する。近年になって も,例 えばWhiteandLui(2005)は,企 業が

直面するパー トナーとの関係にまつわる費用について,調 整費用と協力費用の

相違 として論 じている。そこでは,企 業間の協働活動の複雑性と多様性が,ア

ライアンスにおけるパー トナーとの協働にかける時間と努力の可能性を上昇さ



「戦略的アライアンスにおける便益の概念に関する一考察」7

せ る とい うことが述べ られている。 これは従来の取引費用理論 を拡 張 した研 究

である。 また,信 頼 とい う概 念が重要視 される ようになって きた ことについて

もすでに述べたが,不 確 実な状況における組織 間同士のア ライア ンスを成功に

向かわせてい くよう管理するためには,信 頼 とい うことが意味する ものは極 め

て大 きい。 しか しなが ら強固な信 頼関係 の構築 が一朝一夕でな される ものであ

る とは考えに くい。信 頼 を獲得 するためには相互の努力や適当な時間の経過 も

必要であろ う。 また,実 際にア ライア ンス を運営 してい くにあたっては,安 易

にア ライア ンス を打 ち切 った り再開 した りする ことに も問題が生 じる と考え ら

れる。なぜ な らば,信 頼 とい う観点で見て も,現 在 のパー トナーや関係 してい

る企業だけでな く,そ の産業内における 自社 の評価 も重要である し,今 後 自社

に とってア ライア ンスを構築 する ことが必要 となるか もしれない他 の産業内に

おいて も,そ れは同様 であるか らである。

つ ま り今 後のア ライア ンスの研 究対象 お よび課題は,構 築 したア ライア ンス

をいかに発展 ・進化 させ,ア ライア ンスを成功に向かわせ るには どうした ら良

いのか とい うことである。

DozandHamel(1998),Beffina(2000)は,ア ライアンス の研究 における従

来の一時点に注 目した ものか ら,時 間の経過やア ライア ンスの進化 を伴 う動学

的な研究 を行 なった。そ れは戦略 的ア ライア ンスが以前 よ りもよ り複 雑 にな

り,過 去 のアライア ンスか ら得 た知識 や技術 の学 習がその重 要性 を増 して きた

こ とを意味 している と思われ る。Doz(1996)は,戦 略 的ア ライアンス におけ

る学 習が どの ようにアライア ンスの初期状 況 と結果 とを結 び付 けているのかを

説 明す る際 に,ア ライア ンスの進化 過程 を提示 して いる。MakhijaandGanesh

(1997),Inkpen(2000),DasandTeng(2001)は,ア ライアンス につ いて議論

する際 に,学 習,ス キルの獲得,信 頼 な どを取 り上 げ,そ れ に付随 して調整,

成 果,革 新,進 化,交 渉力 な どを提示 している。 アライア ンスの進化 に関す る

研 究 は,1990年 代 中頃 か ら盛 んに議論 され るよ うになった。 また,ア ライア

ンス にお け る学 習 の重要性 につ いて の議論 は,1990年 代 半 ば まで も,Kogut

(1988),Lyles(1988),Westney(1988),Hamel(1991),BalakrishnanandKoza
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(1993),な どに よって取 り上 げ られて きたが,ア ライア ンス にお ける進化過程

につ いて は十分 に議 論 されて こ なか った。 そ の後,Khanna(1998),Khanna,

GulatiandNohria(1998)に よ り,ア ライア ンスに参加す る企 業 間の学習競争

を前提 とした動学 的研 究が取 り上 げ られた。学習競争 についての説 明の基礎 と

して,ア ライア ンスの学 習か ら得 られる便益 を私 的便益 と共通便益 の2つ に分

類 し,さ らにその2つ の便益 と関連付 けて相対 的ア ライア ンスの範 囲について

も言及 して いる。 また,KaleandSingh(2007)は,実 際の企 業 間ア ライア ン

スのデー タを用 いた実証分析 を行 なった。そ こでは,仮 説 の検 定 を通 して,ア

ライアンス の学習過程③が,ア ライアンスの成功 と関連 してい るこ と,ま たア

ライア ンスの機 能④が ア ライ アンスの学習過程 と関連 し,さ らにそ の機能 がア

ライ ア ンスの 成功 と関連 して い る こ とを示 した。 また,Spe㎞anandForles

(1998),SpekmanandIsabera(2000)は,ア ライ アンスの形成か ら実行,さ ら

にその発展か ら安定 にいた る過程 を6つ の段 階 に分け,各 段 階 におけ るア ライ

アンスの状況,パ ー トナー との関係,問 題点 などを取 り上げてい る。近年の研

究 において も,こ れ までの理論 を基 にした考察や,そ れ らを企業間の実際の ア

ライアンスのデー タを用いて分析 す る実証分析 は行 なわれてい るが,ス ター ト

した アライアンスの安定性や成功 に繋が る方途の研 究 は,も っとも重要であ り

かつ議論の余地が残 されてい る。

2.ア ライアンスにおける便益の概念

アライアンスの安定性を分析するためのモデルを構築するには,ア ライアン

スの成功,安 定,そ の逆の失敗や不安定という質的な変数を量的な変数へ変換

する必要がある。これまでのアライアンスに関する文献には実際の企業のアラ

イアンスデータを用いた分析がいくつか見られるが,モ デルを用いた分析はあ

まり見 られない。これは,ア ライア ンスの成功や安定性 を論 じるのに必要な

データの取得が困難であることや,そ れらを分析するための要素や変数の概念

が明確になっていないということも原因の一つであると思われる。

アライアンスに参加 した企業は,一 方ではパー トナーの発展を認めつつ も,
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別の側面ではパー トナーが自らの競争相手であることを意識し続けなければな

らない。また,ア ライアンスを安定的で成功へ繋がるようなものにするために

は,ア ライアンスを構築する企業双方が明確なアライアンスの目的を持ち,そ

れを達成するためにお互いに貢献 しなければならない。その際,パ ー トナーか

ら学習することも重要な目的の1つ となる。そこで,ア ライアンスにおける学

習か ら得 られる便益が どのようなものであるかを理解する必要がある。ここで

は,そ のような便益を質的に異なる便益に分け,そ れ らの便益に影響を与える

アライアンスの相対的範囲について言及 した,Khanna,GulatiandNohria(1998)

を基にアライアンスか ら得 られる便益について詳細に検討する。

2.1学 習型アライアンス

アライアンスの重要な分類 として,ア ライアンスに参加する企業の主要な目

的がお互いにパー トナーか ら学習することにある場合がある。Khanna,Gulati

andNohria(1998)は 学習型アライアンスの研究を進めるために,主 に2つ の

方法によって一般的な理論的フレームワークを導入 している。

第1に,彼 らはアライアンスに参加 しているパー トナー同士の競争と協調と

いう同時に起こる行動をフレームワークに取 り入れ,そ れ らの行動の発生に影

響を与える要因を特定 している。彼 らは,ア ライアンスが純粋な協調行動か ら

逸れていく傾向について,ア ライアンスに参加 している各企業が属 している市

場の組み合わせ と,こ れ らの組み合わせが企業間で どの程度重複 しているかに

関連 していると指摘 している。また,彼 らは,ア ライアンス内の一企業の行動

は,そ のアライアンス とほとんど関係ない市場でその企業が どのような地位に

あるかによって条件付けられるとしている。

第2に,彼 らは,ア ライアンスに参加するかどうかという意思決定ではなく,

学習型アライアンスの動学を理解することに注 目し,パ ー トナーか ら学習する

場合,企 業はどのように資源を配分するか,そ してその決定を条件付ける要因

は何かについて検討 している。特に,企 業間において事前には非対称的でない

にしても,学 習行動に対する資源配分の非対称的な誘因が どのように生 じるか
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について提示 している。この分析によって,競 争と協調が同時に起こるような

緊張状態か ら生 じる行動的傾向や,こ れ らの傾向がどのようなときにもっとも

起こりやすいかを示すことがで きる。近年のアライアンス活動の急激な進展や

アライアンスの業績に対する不満を考慮すると,ア ライアンスの動学に注 目す

ることは妥当であると思われる。このような不満の一部はアライアンス内の動

学的な動 きについてよく理解 していない結果か もしれない。

続いて,彼 らは,フ レームワークのためにいくつかの概念的要素を導入 して

いる。まず,ア ライアンスの学習か ら得 られる便益 として私的便益 と共通便益

に分ける。私的便益はアライアンスに参加 しているそれぞれの企業が独自に得

ることのできる便益であり,共 通便益はアライアンスに参加 しているすべての

企業が共通 して得 られる便益である。前者は学習 したことをアライアンスとは

関係ない市場に生かすことによって生 じる便益であり,後 者はアライアンスが

関係 している市場での活動から生 じる便益である。彼 らは,共 通便益に対する

私的便益の比率が高 くなると,各 企業は協調的行動から競争的行動へ大 きくそ

れ,そ の比率が低いと協調的行動を取ると指摘 している。 さらに,企 業が行

なっているすべての活動の中でアライアンスとは関係のない市場でどの程度活

動 しているかを正確に測定するために,ア ライアンスの相対的範囲という概念

を導入 している。相対的範囲は共通便益に対する私的便益の比率を特定するの

に役に立つ。

以上のようなフレームワークによって,,彼 らは,ア ライアンス外の各企業の

行動機会がアライアンス内の行動に重要な影響を与えることを示す と共に,既

存の理論的および実証的研究 とは異なるいくつかの実証可能な命題を確立する

ことができるとしている。

彼 らは,企 業がアライアンスに対 して失望する重要な理由の1つ として,ア

ライアンス戦略における動学的な動 きに対 して理解が乏 しいことを挙げてい

る。企業は,ア ライアンスが進化するにつれてパー トナー問で非対称的な投資

誘因が必然的に生じること,あ るいはそのような投資誘因の大きさについて認

識できない。パー トナー問で投資誘因が異なるのは,協 調的および競争的側面
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を合わせ持つ企業が競争的側面 を前面に出 した結果である。協調的側面は,各

企業がパー トナーの ノウハ ウに近づ くことを必要 とし,す べての企業に とって

有益 となる もの,つ ま り共通便益 を生み出すために彼 らの知識 を共同で利用 す

ることがで きる とい う事実か ら生 じる。競争的側面は,私 的便益 のためにパー

トナーのノ ウハ ウを各企業が利用 しようとし,パ ー トナーか らの学習 を先に終

えて しまう企業 の方が大 きな便益 を得 るこ とが で きるとい う結果 か ら生 じる。

その場合,ア ライア ンスか ら退 くこともパー トナーがノウハ ウに近づ くこ とを

拒 むこ とも自由である。

アライア ンスの競争 的側面 を強調 する議論 は,Hamel,DozandPrahalad(1989)

に よ ってすで にな され てい る。彼 らによる と,企 業 は アライア ンス をパ ー ト

ナーの技術 か ら得 られる便益 に対 して受動 的な機会 とみなさず,む しろ,パ ー

トナーの技術 を積極 的に学習す る機会 と捉 えるべ きだ とい うこ とである。 それ

が意 味す る ところは,ア ライア ンスが進展 している問は,ア ライア ンスのパ ー

トナーか らもっ とも学習 している企業 が長期 において もっ とも便益 を得 られる

企業 である とい うこ とである。 したがって,Khanna,GulatiandNohriaの 研 究は,

ア ライア ンスが進化す るにつ れて,パ ー トナー問で動学 的な競争が どのような

ときに起 こ り,各 パ ー トナーが学習 しよう とす る誘 因は どのような性質 を持 っ

ているのか を分析す る ことで ある ことか ら,Hamel,DozandPrahaladの 研 究 を

基盤 に置 いているこ とが理解 で きる。

Khanna,GulatiandNohriaの 研 究 を通 じて基本 となるテーマは,企 業が学習 し

よう とす る誘 因は,彼 らが期待す る便益 によって もた らされ,ア ライア ンスに

参加す る各企業が期待す る利得構造 は複雑 で相互依存 的であ り,時 間と共 に変

化 してい くということであ る。Gulati,KhannaandNohria(1994)は,ア ライア

ンス を管理す る方法 はアライアンスの便益構造 に依存すべ きであ ると提唱 して

い る。 さらに,彼 らはさまざまな便益構造の検討 を行 なった結果,外 生的 な環

境の変化 は,便 益構 造への影響 を通 して必然的 にアライアンスの管理方法の変

化 を もた らす と主張 している。 しか し,Khanna,GulatiandNohriaの 研 究 では,

外 生的 な出来事 によって影響 され る便 益構 造の変化 について は取 り扱 っていな
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い。 む しろ,便 益構造 の変化や資源配分 の意思決定 に影響 を与 える誘 因は,ア

ライア ンスが進化す るにつ れて,ア ライア ンスに参加 している企業 自身の意思

決 定 とい う内 生 的 な変 化 に よっ て起 こ る と主 張 して い る。 した が って,

Khanna,GulatiandNohriaは,便 益構造の決定 に動学的 な要素 を導入 してい る。

2.2私 的便益,共 通便益,ア ライアンスの相対的範囲について

Khanna,GulatiandNohriaは,ア ライアンスに参加 している企業が学習から得

られる便益を質的に異なる私的便益 と共通便益 に区別している。彼 らは,ほ と

んどのアライアンスはこれら2つ の便益 を実現するが,学 習における投資に対

する誘因の進化上,受 け取る便益のタイプは違 う影響を与 えるということか

ら,そ れらを区別することが有益であるとしている。企業はアライアンスに参

加したからこそ得られる便益を求めている。アライアンスに参加しない場合に

得られる便益とアライアンスに参加した結果得られる便益には当然違いがある

はずである。 したがって,ア ライアンスから得られる便益を明確にし,そ れを

分類することは意義があると考えられる。

私的便益とは,ア ライアンスに参加 している企業が,パ ー トナーか ら技術や

能力などを獲得 し,そ れらをアライアンスの活動とは直接関係ない自身の活動

に応用することによって,一 方的に得ることができる便益のことである。 した

がって,私 的便益はパー トナー問の共通の知識創造には関係がない ものとな

る。一方,共 通便益 とは,ア ライアンスの一部の結果として獲i得した学習を共

同利用することによって,ア ライアンスに参加 している企業双方に生 じる便益

のことである。例えば私的便益は,パ ー トナーから学習した製品の製造技術 を,

アライアンスの範囲ではない自社の別の製品に応用 して販売することによっ

て,新 たな便益を獲得することなどが考えられる。また,ア ライアンスに参加

したことで新たに進出した市場において,も とから有 していた自社の製品を浸

透させた り,ブ ランドを浸透させたりすることができるようになることも,私

的便益に含 まれる。対 して共通便益はアライアンスに関係 している範囲内にお

いて得 ることがで きる。 しか しなが ら,一 方の企業が獲得 した共通便益が,
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パー トナーの共通便益 と等 しくなる必要はない。これは,ア ライアンスにおけ

る知識の創造的統合により総価値を創 り出し,ア ライアンスに参加 している企

業はそれぞれその総価値か ら,自 身に適 した割合を共通便益として受け取るこ

とを意味 している。 したがって,共 通便益はアライアンスに参加 している企業

の相対的な交渉力の関数になると考えられる。

図1.簡 略化 した私的便益 と共通便益の概念

企業Aが 興味を持っている市場 企業Bが 興味を持っている市場
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アライアンスから得られる私的便益 と共通便益 については図1を 見れば理解

しやすい。 ここで,企 業Aが 興味を持 っている市場は市場1と 市場2で ある。

企業Bが 興味を持っている市場は市場2と 市場3で ある。両企業は,ア ライア

ンスを市場2に おいて行なうことを決定する(図 上のグレーの部分)。 このと

き,企 業Aは,ア ライアンスか らの共通便益を市場2か ら得ることになり,私

的便益を得るのは市場1か らとなる。市場1か ら得る私的便益は,ア ライアン

スから得たものを市場1へ 応用 した結果 として得るものである。同様に,企 業

Bは,市 場2か ら共通便益 を得て,市 場3か ら私的便益 を得 ることになる。

Khanna,GulatiandNohriaは,こ のように区別された私的便益 と共通便益がアラ

イアンスにおける学習に対する投資誘因の進化にそれぞれ異なった影響を与え

ることから,こ れら2つ の便益を区別することが有益であるとしている。

アライアンスに参加 している企業に生 じる共通便益に対する私的便益の比率

には当然変動が生 じる。その比率は,ア ライアンスか ら得た学習を,ア ライア

ンスの範囲内に適用するよりも,ア ライアンスの範囲外に適用する機会が多け

れば多いほど高 くなる。ここで,ア ライアンスの範囲内への学習の適用は共通

便益の獲得を意味 し,ア ライアンスの範囲外への適用は私的便益の獲得を意味

している。これらを理解するために,私 的便益 と共通便益の比率に対 して影響

を与える,ア ライアンスの相対的範囲の概念についてKhanna(1998)を 参考

に加えて述べていく。

Khanna,GulatiandNohriaは,私 的便益 と共通便益の比率 と,そ れぞれの便益

が与える影響を正確に論 じるために,ア ライアンスの相対的な範囲という概念

を用いている。アライアンスの範囲とは,一 組の市場を意味しており,そ の製

品的特徴および地理的特徴によって表わされるものである。アライアンスの範

囲と,各 パー トナーの持っているすべての市場範囲の重複は変わ りやすく,ア

ライアンスから得 られる私的便益や共通便益に影響 しやすい。アライアンスに

参加する企業にとって,ア ライアンスの範囲と企業の範囲の重複が大きければ

大きいほど共通便益は高 くな り,私 的便益は低 くなる。すなわち,学 習したも

のをアライアンスの範囲内よりも,ア ライアンスの範囲外の事業に適用する機
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会が多い場合,共 通便益に対する私的便益は高 くなり,反 対の場合には低,くな

るのである。この概念は,図2に 示されている。

図2ア ライアンスの相対的範囲

(1)ア ライアンスの範囲が大 きいケース
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(参 考)Khanna(1998),p.345
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私的便益は共通便益の前に企業によって実現されるため,ア ライアンスに留

まる誘因がなくなる恐れがある。例えば,早 く学習を終え,先 に私的便益を得

た企業は,そ のままアライアンスに留まり,共 通便益を得るためにアライアン

スに留まって経営資源を費やすよりも,ア ライアンスの範囲外における自身の

活動の範囲にその便益を応用 して新たな便益を得ることに重 きを置 くか もしれ

ない。そのため,ア ライアンスに対する貢献が減少 したり,ア ライアンスに留

まる誘因が減少 したりする可能性が生 じる。それに対 して,私 的便益を獲得 し

てもアライアンスを継続 したほうが良いと思わせるような共通便益の基準が存

在する。

将来得られる共通便益の期待値が上昇するにつれて,つ まり,共 通便益に対

する私的便益の比率が低 くなればなるほど,ア ライアンスは純粋 な協力関係 に

近づいてい くと考えられる。共通便益の獲得は企業間における協力行動の誘因

を創出し,私 的便益の獲得は企業間における競争行動の誘因を創出することか

ら,こ うした結論に繋がっている。

企業はアライアンスを継続するか どうか決定する際に,す でに獲得 した私的

便益 と,将 来獲得 し得る共通便益 とを比較することになるので,企 業にとって

私的便益に対する共通便益の比率は重要な決定要因になる。アライアンスの範

囲はこの比率に影響を与える。アライアンスの範囲外における自身の活動の範

囲に応用するという私的便益の定義から,ア ライアンスの相対的範囲が大 きけ

ればアライアンスは継続され,相 対的範囲が小 さければ私的便益を得た段階で

アライアンスを解消すると考えられる。

企業は製品的特性および地理的特性によって表わされる一組の市場において

運営している。その市場内においてアライアンスを構築した場合,企 業自身が

存在している全市場に対するアライアンスの範囲では,企 業双方が新しい製品

の導入や市場への供給な ど,何 かしらの目標に同意 していることが必要であ

る。私的便益と共通便益の概念にしたがえば,ア ライアンスの範囲が市場全体

の範囲に対 して大 きくなるほど共通便益が高 くなり,私 的便益が低 くなる。こ

のアライアンスの範囲と全体の範囲の重複度は変動 しやす く,ア ライアンスか
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ら得 られる私的便益 と共通便益に影響を与えることになる。

Khanna,GulatiandNohriaは,ア ライアンスの共通便益 と私的便益の概念を理

解 しやす くするために,

R殉(た だし,0≦R馬 ≦1ア ライアンスノにおける企業iの 相対的範囲)

で表わされるアライアンスの相対的範囲の概念を導入 している。この値が0に

近づ くほどアライアンスの範囲は小 さくなり,逆 の場合は大きくなる。 また,

比率が1の ときは,企 業がアライアンスを行なっている部分にしか興味を持っ

ていない状態を表わ している。

アライアンスの相対的範囲は,ア ライアンスに参加 している企業それぞれで

異なった値となる。また,も し同一の企業であったとしても別のアライアンス

においてはそれぞれのアライアンスで異 なった比率を得 ることになる。ここ

で,ア ライアンスの相対的範囲が小 さいときは,共 通便益に対する私的便益の

比率が高くなることを意味してお り,そ れはつまり,ア ライアンスで獲得 した

技術や能力などをアライアンスの範囲外に適用する機会が大 きいことと対応 し

ている。彼 らは,相 対的範囲と便益の関連性について以下のような図3で 表わ

している。アライアンスの相対的範囲は,ア ライアンスの学習から得 られる便

益である私的便益 と共通便益に影響を与え,そ れはさらに,企 業間の協調行動

と競争行動に影響を与えるということである。

図3議 論の図解

相対的範囲

、

,
私的便益
共通便益

,
協調行動
競争行動

(資料)Khanna,GulatiandNohria(1998),p.196
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Khanna,GulatiandNohriaは,私 的便益 と共通便益に影響を与える別の要因に

ついて,

a)ア ライアンスの範囲内の市場 とアライアンスの範囲外の市場 との関連性の

程度

b)学 習の移転を達成するための技術を保有する程度

を挙げている。

これ らの要素は,市 場の関連性の程度や移転技術の保有程度の増加関数であ

る 「移転可能因子」τヴとして表わすことができる。

ここで,PBIIが アライアンスノにおける企業iの 私的便益を示すならば,こ の

私的便益は,

Pβ ガ=ノ(R5ヴ ・τヴ)

という2つ の説明変数からなる関数 として表わすことができる。

アライアンスによってパー トナーから学習 した技術を,自 社が存在 している

アライアンスの範囲外の市場に適用する機会,あ るいは,自 社が存在 していな

い様々な市場に適用する機会が上昇するほど,企 業が得 られる便益全体に対す

るアライアンスの範囲内の活動から得 られる便益,す なわち共通便益の割合 は

減少するということが言える。これは,ア ライアンスの相対的範囲が小 さくな

るほど私的便益を得る機会が大きくなるということと対応している。

例えば,高 い製品開発の技術力を有 した企業と,流 通能力を有 した企業間に

おける,あ る製品導入のアライアンスを考える。このアライアンスでは,一 方

はパー トナーか ら優れた製品開発能力を学び取 り,も う一方は製品の市場への

素早い浸透力を得ることができる。このとき,新 たな技術力を得た企業はその

技術を自社の別の製品へ応用 し,市 場力を得た企業はアライアンスで導入 した

製品とは別の製品を市場へ導入する。こうして,ア ライアンスの範囲外に自社

が得た何 らかの技術や能力を適用する機会が増えるほど私的便益は増加するこ

とになり,適 用する機会が減るほど,共 通便益が増えることとなる。
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2.3便 益の獲得によって生 じる投資誘因の変化

私的便益 と共通便益の獲得は,ア ライアンスを構築 した企業の資源配分に影

響を与える。Khanna,GulatiandNohriaは アライァンスにおいて生じる投資誘因

の変化について,共 通便益のみを得るアライアンスの場合 と私的便益のみを得

るアライアンスの場合について考察⑤し,そ の後,よ り現実的なアライアンス

の分析 として,私 的便益 と共通便益の両方を得るアライアンスの場合について

論 じている。

彼 らが仮定する学習過程 とは,企 業は自社の活動に適用するために十分に学

習するとすぐに私的便益を獲i得で きるというものである。また,共 通便益は,

企業双方が彼らの知識ベースを創造的に統合するために十分に学習した場合に

のみ得ることができる。したがって,学 習が完了するまでは知識は統合されな

いので,共 通便益 を得 ることはできない。すなわち,私 的便益 は共通便益 より

も先 に実現 されるということになる。

Khanna,GulatiandNohriaは アライアンスに参加 している企業間の競争行動 と

いうものは,私 的便益のみを得るアライアンスにおいて生 じるということを示

している。 このことは,私 的便益 に対する共通便益の比率が上昇することに

よって競争への誘因が減少することを意味する。つまり,ア ライアンスか ら便

益を得ることがで きない という可能性か ら競争は生 じるということである。ま

たこうした競争状況は,先 に十分な学習を終えて私的便益を獲得 し始めた企業

が,後 に得 られる共通便益のためにアライアンスに留まって資源を費やす必要

はないと判断する可能性があることから生 じる。なぜならば,後 に得ることが

できる共通便益の期待利得の大きさによって,先 に学習を終えて私的便益を獲

得した企業がアライアンスを継続する場合,後 れを取った企業がまった く便益

を得 られないという状況にはならず,競 争に対する誘因も減少するか らであ

る。

このようなことから,私 的便益 と共通便益の水準は1つ の基準点になると考

えられる。すなわち,企 業が私的便益を獲得 したとき,ア ライアンスを継続す

ることを決定付ける共通便益の水準があり,ア ライアンスの継続が決定されれ
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ば競争行動に対する誘因は減少 していくことになる。共通便益の水準が上昇す

るほど競争への誘因は減少し,純 粋な協調行動へ繋がってい くということであ

る。

企業は私的便益 と共通便益の両方を期待 し,両 極端を最適に融合 させるよう

な行動パターンを模索する。Khanna,GulatiandNohriaは,共 通便益に対する私

的便益の比率が低 くなればなるほどアライアンスは純粋な協調に近づき,便 益

を最大にする資源配分を共同で決定することから,最 適な資源配分のパターン

に近づいてい くと指摘 している。

ここで重要なことは,ア ライアンスに参加 している企業がアライアンスに留

まるか,あ るいはアライアンスを解消するかということを決定する際,企 業は

すでに獲得した私的便益 と,将 来獲得し得る共通便益 とを比べることになると

いうことである。

共通便益に対する私的便益の比率は,ア ライアンスの相対的範囲によって決

定付けられることを考慮すると,企 業の競争行動というのは,ア ライアンスの

範囲外における企業の活動と関連していると考えることができる。

3ま とめ

Khanna,GulatiandNohriaの 目的は,ア ライアンスの学習を動学的に理解する

ことであ り,そ のためにい くつかのフレームワークを展開している。

私的便益と共通便益の異なる比率を持ったアライアンスは,最 適な資源配分

パターンにおいても異なる。特に,一 方的な学習状況と相互学習状況を考察す

ることで,最 適な資源配分パターンが異なることを示すと共に,そ の相違が共

通便益に対する私的便益の比率に影響されていることを示した。

アライアンスの範囲は,私 的便益 と共通便益に影響 し,ア ライアンスの範囲

は企業間で合意すべき部分的な選択となるため,ア ライアンスから得られる便

益の一部は内生的なものとなる。したがって,私 的便益と共通便益の最適な組

み合わせを実現するために,企 業はどのようにアライアンスを構築し,そ れが

アライアンスの進化にどのように影響を与えるのかということが注目されるこ
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とになる。またアライアンスの相対的な範囲の操作や,ア ライアンスが企業間

の境界 を構成している組織形態であることを考慮に入れることも同様に注 目さ

れる。

アライアンスのパー トナーによってなされる最適な決定は,自 社の業績 と

パー トナーの業績を考慮 した期待利得の関数である。アライアンスの期待利得

は,そ れが展開するにつれて当然変化 していくため,資 源の投資を続けていく

ことに対する誘因も変化することになる。このことは最適な資源配分を行なう

際の不確実性の存在を暗示 しており,ア ライアンスに参加する企業が不確実性

を事前に理解 し,対 応することの必要性を表わしている。

アライアンス研究におけるモデル構築の難 しさは,ア ライアンスにおける各

個別の目的(企 業がそのアライアンスによって獲得 したいもの)が 異なり,一

般的な量的尺度を適用 しづ らいことにある。これまでの研究の流れを整理 して

明 らかなように,今 後のアライアンス研究に必要なことは,ス ター トしたアラ

イァンスを安定させ,成 功に導 く分析であり,時 間の経過に伴って変化する動

学的な分析である。その意味から,Khanna,GulatiandNohriaに よる便益の分類

は極めて意義のあるものである。アライアンスから得られる便益を分類するこ

とで,1つ の企業が得る便益からモデル化した り,2企 業間あるいはそれ以上

の企業間における動学的なモデルを構築することが可能になる。ただし,私 的

便益 に対して共通便益が増加するほどアライアンスが純粋 な協調に向かうとい

う,彼 らの理論から導かれた結論だけでは,現 実のアライアンスの説明が困難

なものになることは指摘 しておかなければならない。内外の環境変化 に対応で

きないほど極めて厳密な契約書に縛 られている等の制約がない限 り,ア ライア

ンスが硬直した状態で一方的に進んでい くことは現実的に考えにくいからであ

る。

今後は最適なアライアンスの範囲に関する考察と共に,理 論的分析 とモデル

構築に合わせて実証分析 を行い,ア ライアンスにおけるより詳細な便益構造を

明らかにしていきたい。 また,組 織形態 としてのアライアンスの優位性,そ し

てアライアンスの安定性や成功に向かうアライアンスのモデル構築についても
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今後の研究で論 じていきたい。

①Coaseに よってコンセプトが構築 され,経 済学的にはWilliamsonに よって精緻化さ

れた理論である。取引行動に伴って生じる費用など,取 引参加者が負担しなければ

ならない費用を取引費用といい,こ の取引費用は市場と組織のどちらを選択するか

ということの基準になる。市場取引よりも組織内取引のほうが費用が低 くなる場合

には,取 引形態として市場ではなく組織が選択され,逆 の場合には市場で取引され

ることになる。

② 資源ベース理論は2つ の前提を有 している。1つ は,経 営資源は企業によって異質

であるということ。2つ は経営資源の中には模倣困難なものや模倣に多大な費用が

掛かるものがあるということである。このような経済的価値,希 少性,非 模倣可能

性,代 替不可能性の高い企業資産を持つことにより,持 続的競争優位を得 られると

する考え方である。資源ベース理論から戦略的アライアンスを見れば,企 業は自社

が保有 していない資源や資産,技 術などを,他 社 と協力することによって得ること

ができる。企業が長期にわたって生き残 り,平 均以上の収益を上げていくためには

競争優位を得なければならないが,資 源ベース理論は新たなビジネス機会を得るた

めに補完的な技術や資源を他社から得ることができるという点で,持 続的競争優位

の獲得を主張 している。

③ 彼 らは,ア ライアンスの学習過程に含 まれる概念 として,ア ライアンスの経営に関

するノウハウの明瞭化(articulation),法 制化(codification),共 有化(sharing),内

部化(internalization)と している。

④ 彼 らの言うアライアンスの機能とは,企 業のアライアンス活動を監視し,調 整する

ものを指している。

⑤ 本稿では分量の関係から共通便益のみを得るアライアンスの場合および私的便益の

みを得るアライアンスの場合の考察は省略するが,詳 細はKhanna,GulatiandNohria

(1998)を 参照されたい。
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